
連結情報
連結財務諸表

■連結貸借対照表
（資産の部） （単位：百万円）

科目 前連結会計年度
（平成25年3月31日現在）

当連結会計年度
（平成26年3月31日現在）

現金預け金 91,701 125,098
コールローン及び買入手形 103,215 93,730
買入金銭債権 13,843 16,393
商品有価証券 3,119 2,749
金銭の信託 3,929 5,000
有価証券 2,153,710 2,226,096
貸出金 4,354,888 4,552,403
外国為替 5,138 4,084
リース債権及びリース投資資産 35,212 39,389
その他資産 42,133 27,749
有形固定資産 64,827 66,867
建物 13,832 13,914
土地 43,599 42,814
リース資産 1,199 1,132
建設仮勘定 1,531 4,101
その他の有形固定資産 4,663 4,904
無形固定資産 8,569 9,322
ソフトウェア 7,864 8,706
その他の無形固定資産 705 616
退職給付に係る資産 － 6,805
繰延税金資産 1,920 2,014
支払承諾見返 15,863 15,961
貸倒引当金 △53,224 △51,996
資産の部合計 6,844,847 7,141,671

（負債及び純資産の部） （単位：百万円）

科目 前連結会計年度
（平成25年3月31日現在）

当連結会計年度
（平成26年3月31日現在）

預金 5,816,200 5,977,780
譲渡性預金 120,768 114,248
コールマネー及び売渡手形 37,432 60,493
債券貸借取引受入担保金 175,535 224,745
借用金 137,106 180,118
外国為替 297 254
その他負債 52,201 50,513
役員賞与引当金 58 58
退職給付引当金 2,654 －
退職給付に係る負債 － 2,515
役員退職慰労引当金 773 709
睡眠預金払戻損失引当金 1,086 1,030
ポイント引当金 120 140
偶発損失引当金 647 1,196
繰延税金負債 28,594 34,648
再評価に係る繰延税金負債 9,750 9,457
支払承諾 15,863 15,961
［負債の部合計］ ［6,399,089］ ［6,673,872］
資本金 48,652 48,652
資本剰余金 29,140 29,140
利益剰余金 273,825 289,102
自己株式 △2,960 △5,312
株主資本合計 348,658 361,583
その他有価証券評価差額金 76,942 88,916
繰延ヘッジ損益 △64 △70
土地再評価差額金 13,665 13,130
為替換算調整勘定 △855 △126
退職給付に係る調整累計額 － △4,061
その他の包括利益累計額合計 89,688 97,789
新株予約権 90 243
少数株主持分 7,320 8,183
［純資産の部合計］ ［445,757］ ［467,798］
負債及び純資産の部合計 6,844,847 7,141,671
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■連結損益計算書

科　目
前連結会計年度

（ 平成24年4月 1 日から平成25年3月31日まで ）
当連結会計年度

（ 平成25年4月 1 日から平成26年3月31日まで ）
経常収益 128,875 130,555
資金運用収益 86,978 85,366
貸出金利息 63,471 61,080
有価証券利息配当金 22,401 23,191
コールローン利息及び買入手形利息 331 325
債券貸借取引受入利息 0 0
預け金利息 120 57
その他の受入利息 653 711
役務取引等収益 17,018 17,246
その他業務収益 20,896 20,648
その他経常収益 3,980 7,293
償却債権取立益 33 50
その他の経常収益 3,947 7,243

経常費用 95,398 94,799
資金調達費用 3,408 3,298
預金利息 2,288 2,152
譲渡性預金利息 74 73
コールマネー利息及び売渡手形利息 181 190
債券貸借取引支払利息 288 272
借用金利息 130 180
その他の支払利息 445 429
役務取引等費用 5,701 6,072
その他業務費用 16,691 18,107
営業経費 59,435 58,525
その他経常費用 10,161 8,796
貸倒引当金繰入額 5,164 5,123
その他の経常費用 4,997 3,673

経常利益 33,477 35,755
特別利益 1,284 8
固定資産処分益 － 8
負ののれん発生益 1,284 －

特別損失 160 1,053
固定資産処分損 130 213
減損損失 29 840
税金等調整前当期純利益 34,601 34,709
法人税、住民税及び事業税 12,199 12,577
法人税等調整額 233 1,367
法人税等合計 12,433 13,945
少数株主損益調整前当期純利益 22,167 20,764
少数株主利益 1,563 870
当期純利益 20,604 19,894

■連結包括利益計算書

科　目
前連結会計年度

（ 平成24年4月 1 日から平成25年3月31日まで ）
当連結会計年度

（ 平成25年4月 1 日から平成26年3月31日まで ）
少数株主損益調整前当期純利益 22,167 20,764
その他の包括利益 36,013 12,699
その他有価証券評価差額金 35,678 11,956
繰延ヘッジ損益 △22 △5
為替換算調整勘定 334 729
持分法適用会社に対する持分相当額 22 19
包括利益 58,180 33,463
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 56,613 32,590
少数株主に係る包括利益 1,567 872

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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■連結株主資本等変動計算書
（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

前連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

株　主　資　本 その他の包括利益累計額
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券	

評価差額金
繰延ヘッジ	
損益

当期首残高 48,652 29,140 259,170 △169 336,793 41,245 △42
当期変動額 　 　 　 　 　 　 　
剰余金の配当 　 　 △4,286 　 △4,286 　 　
当期純利益 　 　 20,604 　 20,604 　 　
自己株式の取得 　 　 　 △4,456 △4,456 　 　
自己株式の処分 　 △0 1 0 　 　
自己株式の消却 　 　 △1,665 1,665 　 　
土地再評価差額金の-
取崩 　 　 2 　 2 　 　
株主資本以外の項目の-
当期変動額（純額) 　 　 　 　 　 35,696 △22

当期変動額合計 － － 14,655 △2,790 11,864 35,696 △22
当期末残高 48,652 29,140 273,825 △2,960 348,658 76,942 △64

株　主　資　本 その他の包括利益累計額
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券	

評価差額金
繰延ヘッジ	
損益

当期首残高 48,652 29,140 273,825 △2,960 348,658 76,942 △64
当期変動額 　 　 　 　 　 　 　
剰余金の配当 　 　 △5,151 　 △5,151 　 　
当期純利益 　 　 19,894 　 19,894 　 　
自己株式の取得 　 　 　 △2,892 △2,892 　 　
自己株式の処分 　 0 540 540 　 　
自己株式の消却 　 　 　 　
土地再評価差額金の-
取崩 　 　 534 　 534 　 　
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) 　 　 　 　 　 11,973 △5

当期変動額合計 － 0 15,276 △2,352 12,924 11,973 △5
当期末残高 48,652 29,140 289,102 △5,312 361,583 88,916 △70

その他の包括利益累計額
新株予約権 少数株主持分 純資産合計土地再評価	

差額金
為替換算	
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 13,667 △1,189 － 53,681 － 10,102 400,577
当期変動額 　 　 　 　 　 　
剰余金の配当 　 　 　 　 　 △4,286
当期純利益 　 　 　 　 　 20,604
自己株式の取得 　 　 　 　 　 △4,456
自己株式の処分 　 　 　 　 　 0
自己株式の消却 　 　 　 　 　 　
土地再評価差額金の-
取崩 　 　 　 　 　 2
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) △2 334 － 36,006 90 △2,781 33,315

当期変動額合計 △2 334 － 36,006 90 △2,781 45,180
当期末残高 13,665 △855 － 89,688 90 7,320 445,757

その他の包括利益累計額
新株予約権 少数株主持分 純資産合計土地再評価	

差額金
為替換算	
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 13,665 △855 － 89,688 90 7,320 445,757
当期変動額 　 　 　 　 　 　
剰余金の配当 　 　 　 　 　 △5,151
当期純利益 　 　 　 　 　 19,894
自己株式の取得 　 　 　 　 　 △2,892
自己株式の処分 　 　 　 　 　 540
自己株式の消却 　 　 　 　 　
土地再評価差額金の-
取崩 　 　 　 　 　 534
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) △534 729 △4,061 8,100 152 862 9,116

当期変動額合計 △534 729 △4,061 8,100 152 862 22,040
当期末残高 13,130 △126 △4,061 97,789 243 8,183 467,79834

連
結
情
報

連
結
財
務
諸
表

011_0171828052607.indd   34 2014/07/23   14:18:56



■連結キャッシュ・フロー計算書

区　分
前連結会計年度

（ 平成24年4月 1 日から平成25年3月31日まで ）
当連結会計年度

（ 平成25年4月 1 日から平成26年3月31日まで ）
営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 34,601 34,709
減価償却費 6,707 5,489
減損損失 29 840
負ののれん発生益 △1,284 －
持分法による投資損益（△は益） △30 △579
貸倒引当金の増減（△） △1,576 △1,227
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12 －
退職給付引当金の増減額（△は減少） 52 －
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － 1,962
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △186
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,255 △63
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △41 △55
ポイント引当金の増減額（△は減少） △38 19
偶発損失引当金の増減（△） 155 549
資金運用収益 △86,978 △85,366
資金調達費用 3,408 3,298
有価証券関係損益（△） △2,157 △3,367
金銭の信託の運用損益（△は運用益） △218 △59
為替差損益（△は益） 9 9
固定資産処分損益（△は益） 130 205
商品有価証券の純増（△）減 △719 370
貸出金の純増（△）減 △274,572 △197,514
預金の純増減（△） 175,659 161,580
譲渡性預金の純増減（△） △25,043 △6,520
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 93,998 43,011
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 74,411 5,995
コールローン等の純増（△）減 △63,906 5,220
コールマネー等の純増減（△） 820 23,061
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 74,586 49,210
外国為替（資産）の純増（△）減 △461 1,054
外国為替（負債）の純増減（△） △155 △43
リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 △1,125 △4,177
資金運用による収入 88,409 84,485
資金調達による支出 △4,171 △3,574
その他 △21,303 △26,838
小　　　　計 67,928 91,498
法人税等の支払額 △10,031 △12,779
営業活動によるキャッシュ・フロー 57,896 78,719
投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △469,126 △380,015
有価証券の売却による収入 122,707 128,116
有価証券の償還による収入 278,021 229,610
金銭の信託の増加による支出 － △1,070
有形固定資産の取得による支出 △4,120 △5,615
無形固定資産の取得による支出 △2,832 △3,674
有形固定資産の売却による収入 － 86
無形固定資産の売却による収入 － 0
投資活動によるキャッシュ・フロー △75,351 △32,562
財務活動によるキャッシュ・フロー
配当金の支払額 △4,281 △5,142
少数株主への配当金の支払額 △13 △10
自己株式の取得による支出 △4,456 △2,892
自己株式の売却による収入 0 540
財務活動によるキャッシュ・フロー △8,750 △7,504
現金及び現金同等物に係る換算差額 349 740
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25,855 39,392
現金及び現金同等物の期首残高 95,580 69,725
現金及び現金同等物の期末残高 69,725 109,118

（単位：百万円）
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■注記事項

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
1．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社　4社
主要な連結子会社名
　ぐんぎんリース株式会社
　群馬財務（香港）有限公司（GUNMA-FINANCE（HONG-KONG）LIMITED）

⑵　非連結子会社　4社
主要な会社名
　株式会社群銀カード
　非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益
剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）から
みて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的
な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しておりま
す。
　なお、群馬キャピタル株式会社は当連結会計年度に解散し、現在清算中であり
ます。
　また、前連結会計年度において非連結子会社であった群馬キャピタル1号投資
事業有限責任組合は当連結会計年度に清算しております。

2．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の非連結子会社　3社
主要な会社名
　株式会社群銀カード
　なお、群馬キャピタル株式会社は当連結会計年度に解散し、現在清算中であり
ます。
⑵　持分法適用の関連会社
　該当ありません。

⑶　持分法非適用の非連結子会社　1社
　群馬キャピタル2号投資事業有限責任組合
　持分法非適用の非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金
（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）からみて、
持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の
対象から除いております。
　なお、前連結会計年度において持分法非適用の非連結子会社であった群馬キャ
ピタル1号投資事業有限責任組合は当連結会計年度に清算しております。
⑷　持分法非適用の関連会社
　該当ありません。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
⑴　連結子会社の決算日は次のとおりであります。
　12月末日　1社
　--3月末日　3社

⑵-　連結子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連結しております。
　連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、必要な調整
を行っております。

4．会計処理基準に関する事項
⑴　商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）
により行っております。
⑵　有価証券の評価基準及び評価方法
イ-　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原
価法（定額法）、その他有価証券については原則として連結決算日の市場価格
等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価
を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原
価法により行っております。
　-　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理
しております。
ロ-　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として
運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

⑶　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
⑷　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）
　当行の有形固定資産は、定額法により償却しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　建物　：6年～50年
　　その他：3年～20年
　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主と
して定額法により償却しております。
（会計方針の変更等）
　当行の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法は、従来、定率法
を採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法へ変更しております。

　当行は、当連結会計年度よりスタートした中期経営計画「2013年-中期経
営計画-V-プラン-～価値提案銀行への進化～」において、IT戦略の強化とシ
ステムインフラの整備を主要施策の一つに掲げており、当連結会計年度以降、
ATMや基幹系システムを中心とした事務機器等の更改投資を予定しておりま
す。また、営業用店舗等の大規模な改修工事も見込んでおります。これらの投
資案件について投資形態の在り方等も含め総合的に検討を行いました。
-この結果、当行の事務機器等及び営業用店舗等は長期安定的に使用され、そ
の使用価値は存続期間を通じて概ね一定であるため、使用実態に合わせて減価
償却方法を定額法へ変更することが、経営の実態をより適切に反映するものと
判断いたしました。
　この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の経常
利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ864百万円増加しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフト
ウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（5年）に基づ
いて償却しております。

③　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース
資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、
残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価
保証額とし、それ以外のものは零としております。

⑸　貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上
しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻
先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻
先」という。）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は
経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務
者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者
の支払能力等を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
　貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者等のう
ち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見
積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実
施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする
方法（キャッシュ・フロー見積法（「DCF法」））により計上しております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実
施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案し
て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

⑹　役員賞与引当金の計上基準
　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の
支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

⑺　役員退職慰労引当金の計上基準
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対
する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認
められる額を計上しております。

⑻　睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの
払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認
める額を計上しております。

⑼　ポイント引当金の計上基準
　ポイント引当金は、クレジットカード会員に付与したポイントが将来使用され
た場合の負担に備えるため、将来使用される見込額を合理的に見積り必要と認め
られる額を計上しております。

⑽　偶発損失引当金の計上基準
　偶発損失引当金は、信用保証協会に対する責任共有制度負担金の支払いに備え
るため、過去の実績に基づき、将来の支払見込額を計上しております。

⑾　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間
に帰属させる方法については期間定額基準によっております。また、数理計算上
の差異の処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異：
各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主と
して10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計
年度から損益処理

　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しております。

⑿　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　当行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として連結決算日の為替相場
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による円換算額を付しております。
　連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場に
より換算しております。

⒀　リース取引の処理方法
（貸手側）
　リース取引開始日が平成20年4月1日前に開始する連結会計年度に属する所有
権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関する会計基準
の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号平成19年3月30日）第81項に基づき、
「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号平成19年3月30日）適用
初年度の前連結会計年度末における固定資産の適正な帳簿価額（減価償却累計額
控除後）を、同会計基準適用初年度期首のリース投資資産の価額として計上して
おります。
　また、当該リース投資資産については、同会計基準適用後の残存期間における
利息相当額の各期への配分方法は、定額法によっております。
　なお、同適用指針第80項を適用した場合と比べ、当連結会計年度の税金等調
整前当期純利益は110百万円多く計上されております。
⒁　重要なヘッジ会計の方法
- イ-　金利リスク・ヘッジ

　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、
「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に規定する繰延ヘッジに
よっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘ
ッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワ
ップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しており
ます。
　また、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っており
ます。

- ロ-　為替変動リスク・ヘッジ
　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計
の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査
上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する
繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金
銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為
替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等
に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することに
よりヘッジの有効性を評価しております。

⒂　収益及び費用の計上基準
　ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準については、リース
料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
⒃　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の
「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。
⒄　消費税等の会計処理
　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。

（会計方針の変更）
　「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号-平成24年5月17日。以下「退
職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計
基準適用指針第25号-平成24年5月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、
当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付
適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、年金制度に係る退職給付債務を超
過した年金資産の額を「退職給付に係る資産」に計上し、退職一時金制度に係る年金
資産を超過した退職給付債務を「退職給付に係る負債」に計上しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度末において、税効果調整後の未認識数理計算
上の差異をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額として計上しており
ます。
　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が6,805百万円、退職
給付に係る負債が2,515百万円計上されております。また、繰延税金資産が17百万
円増加し、繰延税金負債が2,208百万円減少し、その他の包括利益累計額が4,061
百万円減少しております。
　なお、1株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

（未適用の会計基準等）
- 1-．退職給付会計基準等（平成24年5月17日）
⑴　概要
　当該会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認
識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務
費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものであります。
⑵　適用予定日
　当行は、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成26年4
月1日に開始する連結会計年度の期首から適用する予定であります。

⑶　当該会計基準等の適用による影響
　当該会計基準等の適用による影響は、平成26年4月1日に開始する連結会計年

度の期首における利益剰余金が5,672百万円減少する予定であります。

-2-．企業結合に関する会計基準等（平成25年9月13日）
⑴　概要
　当該会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場
合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③暫
定的な会計処理の取扱い、④当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主
持分への変更を中心に改正されたものであります。

⑵　適用予定日
　当行は、改正後の当該会計基準等を平成27年4月1日に開始する連結会計年度
の期首から適用する予定であります。

⑶　当該会計基準等の適用による影響
　当該会計基準等の適用による影響は、未定であります。

-3-．従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い（平
成25年12月25日）
⑴　概要
　当該実務対応報告は、従業員又は従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交
付する取引について、実務上の取扱いを明確化したものであります。

⑵　適用予定日
　当行は、当該実務対応報告を平成26年4月1日に開始する連結会計年度の期首
から適用する予定であります。

⑶　当該会計基準等の適用による影響
　当該会計基準等の適用による影響は、未定であります。

（連結貸借対照表関係）
- 1-．非連結子会社及び関連会社の株式又は出資金の総額
　　株式- 2,250百万円
　　出資金- 242百万円

-2-．貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。
　　破綻先債権額- 10,639百万円
　　延滞債権額- 69,170百万円
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続しているこ
とその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして
未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利
息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第
96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生
じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者
の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の
貸出金であります。

3．貸出金のうち3ヵ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
　　3ヵ月以上延滞債権額- 1,772百万円
　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から
3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものでありま
す。

4．貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
　　貸出条件緩和債権額- 36,669百万円
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と
して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債
権に該当しないものであります。

-5-．破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合
計額は次のとおりであります。
　　合計額- 118,252百万円
　なお、上記2.-から5.-に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

-6-．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査
委員会報告第24号」という。）に基づき金融取引として処理しております。これに
より受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で
自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は次のとおりでありま
す。
- 40,295百万円
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- 7-．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
　有価証券- 642,833百万円
　計- 642,833百万円
担保資産に対応する債務
　預金- 146,977百万円
　債券貸借取引受入担保金- 224,745百万円
　借用金- 173,267百万円
　その他負債- 298百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、
次のものを差し入れております。
　　有価証券- 81,245百万円
　　その他資産- 49百万円

　また、その他資産には、保証金が含まれておりますが、その金額は次のとおり
であります。
　　保証金- 1,633百万円

　なお、手形の再割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として
処理しておりますが、当連結会計年度中における取引はありません。

-8-．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資
実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に
係る融資未実行残高は次のとおりであります。
融資未実行残高- 1,247,685百万円
　うち原契約期間が1年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）
- 1,204,978百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融
資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フロ
ーに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変
化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行
申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等
の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基
づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。

-9-．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、当
行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税
金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除
した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日　　　平成10年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第
2条第4号に基づいて、路線価に奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出。
　同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の期末における時価の合計
額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
- 20,708百万円

10．有形固定資産の減価償却累計額
　　減価償却累計額- 67,399百万円

11．有形固定資産の圧縮記帳額
　　圧縮記帳額- 3,909百万円
（当連結会計年度の圧縮記帳額- ―百万円）

12-．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によ
る社債に対する保証債務の額
- 16,027百万円

（連結損益計算書関係）
- 1-．その他の経常費用には、次のものを含んでおります。
　　貸出金償却- 36百万円
　　株式等売却損- 624百万円
　　株式等償却- 262百万円
　　貸出債権の売却に伴う損失- 860百万円

-2-．減損損失
　当行グループは、以下の有形固定資産について減損損失を計上しております。
- （単位：百万円）

地域 主な用途 種類 減損損失

群馬県内 営業用店舗等　--3ヶ所 建物 52
営業用店舗等　--1ヶ所 土地 787

群馬県外 遊休資産　　　--1ヶ所 土地 1
合計 ─ ─ 840

　営業用店舗等は、営業キャッシュ・フローの低下、継続的な地価の下落及び廃
止の意思決定等により、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　当行の営業用店舗等については、個別に継続的な収支の把握を行っていること
から原則として支店単位で、遊休資産については各資産単位でグルーピングして
おります。また、本部、電算センター、寮・社宅、厚生施設等については独立し
たキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。
　なお、営業用店舗等には、共用資産（厚生施設）の減損損失（建物2百万円、土
地787百万円）を含んでおります。
　連結子会社については、主として各社を1つの資産グループとしております。
　また、当連結会計年度において減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味
売却価額であり、正味売却価額は主として不動産鑑定評価基準に基づいて算出し
ております。

（連結包括利益計算書関係）
　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
その他有価証券評価差額金：
　当期発生額 24,135百万円
　組替調整額 △5,649百万円
　　税効果調整前 18,485百万円
　　税効果額 △6,528百万円
　　その他有価証券評価差額金 11,956百万円
繰延ヘッジ損益：
　当期発生額 △435百万円
　組替調整額 427百万円
　　税効果調整前 △8百万円
　　税効果額 3百万円
　　繰延ヘッジ損益 △5百万円
為替換算調整勘定：
　当期発生額 729百万円
　組替調整額 ―百万円
　　税効果調整前 729百万円
　　税効果額 ―百万円
　　為替換算調整勘定 729百万円
持分法適用会社に対する持分相当額：
　当期発生額 19百万円
　組替調整額 ―百万円
　　税効果調整前 19百万円
　　税効果額 ―百万円
　　持分法適用会社に対する持分相当額 19百万円
　　　その他の包括利益合計 12,699百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）
1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
- （単位：千株）

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数 摘要

発行済株式
　普通株式 474,888 ― ― 474,888
合　計 474,888 ― ― 474,888

自己株式
　普通株式 6,364 5,048 1,082 10,330 （注）1、2
合　計 6,364 5,048 1,082 10,330

（注）1．-自己株式の増加及び減少は次のとおりであります。
- -自己株式の市場買付による増加4,000千株、ESOP信託の取得による増加

1,024千株、単元未満株式の買取請求による増加24千株。
- -ESOP信託の売却による減少1,081千株、単元未満株式の買増請求による減

少1千株。
- 2．-当連結会計年度末の自己株式の株式数のうちESOP信託が所有する株式数は

4,903千株であります。
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2．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の
内訳

新株予約権
の目的と
なる株式の
種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計年度 当連結
会計年度末増加 減少

当行 ストック・オプション
としての新株予約権 ― 243

合計 ― 243

3．配当に関する事項
⑴　当連結会計年度中の配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成25年6月25日
定時株主総会 普通株式 3,077 6.5 平成25年3月31日 平成25年6月26日

平成25年11月8日
取締役会 普通株式 2,130 4.5 平成25年9月30日 平成25年12月6日

（注）配当金の総額には、ESOP信託に対する配当金（平成25年6月25日定時株主総
会32百万円、平成25年11月8日取締役会24百万円）を含めております。

⑵-　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計
年度の末日後となるもの

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

平成26年6月25日
定時株主総会 普通株式 2,347 利益剰余金 5.0 平成26年3月31日 平成26年6月26日

（注）-配当金の総額には、ESOP信託に対する配当金24百万円を含めております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との
関係
現金預け金勘定- 125,098百万円
日本銀行以外への預け金- △15,980百万円
現金及び現金同等物- -109,118百万円

（リース取引関係）
（借手側）
-1-．ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
⑴　リース資産の内容
①　有形固定資産
　　主として、寮・社宅等であります。
②　無形固定資産
　　該当事項はありません。
⑵-　リース資産の減価償却の方法
　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4.-会計処理基準に関する
事項」の「(4)固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

2．オペレーティング・リース取引
　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
- （単位：百万円）

1年内 72
1年超 131
合計 203

（貸手側）
-1-．ファイナンス・リース取引
⑴　リース投資資産の内訳
- （単位：百万円）

リース料債権部分 38,048
見積残存価額部分 3,980
受取利息相当額 △4,668
リース投資資産 37,359

⑵-　リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の連結会計年度末日
後の回収予定額

- （単位：百万円）
リース債権 リース投資資産

1年以内 594 11,375
1年超2年以内 435 9,179
2年超3年以内 396 7,093
3年超4年以内 329 4,958
4年超5年以内 158 2,761
5年超 143 2,621

2．オペレーティング・リース取引
　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
- （単位：百万円）

1年内 337
1年超 676
合計 1,014

（金融商品関係）
1．金融商品の状況に関する事項
⑴　金融商品に対する取組方針
　当行グループは、銀行業務を中心にリース業務などの金融サービスを提供して
おります。当行では、預金・譲渡性預金や貸出金の取扱いに加え、有価証券投資
等の資金運用、コールマネー等による資金調達等を行っております。このように、
当行は、金利リスク等のある金融資産及び金融負債を有しているため、金利の変
動等から想定外の損失が生じないよう、資産及び負債の総合的管理（ALM）等
を行っております。デリバティブ取引につきましては、顧客ニーズに応える取組
みのほか、ALMの観点からも取組んでおります。
　また、連結子会社の一部には有価証券投資や銀行業務を行う子会社がありま
す。
　なお、リース業務は連結子会社が行っております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　当行グループが保有する金融資産は、主として取引先に対する貸出金であり、
信用リスクに晒されております。また、株式、債券等の有価証券も有しており、
これらは発行体の信用リスク及び価格変動リスクに晒されております。
　貸出金、債券及び預金等の資産や負債については、金利リスクにも晒されてお
りますが、一部は金利スワップ取引により当該リスクを回避しております。また、
外貨建ての貸出金や債券等については為替変動リスクがありますが、同一通貨に
よる運用調達を原則とすることで当該リスクを抑制し、また通貨スワップ取引を
行うなどして当該リスクを回避しております。
　コールマネー及び借入金等は、一定の環境下で市場を利用できないことなどに
より、期日にその支払いができなくなる資金繰りリスクに晒されております。
　デリバティブ取引は、主に、お客さまの要望に応えるための取組みとともに、
ALMの一環として、金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等を取組んでおり
ます。このほか、短期の値鞘獲得等を目的とした取引（トレーディング取引）を
行っておりますが、一定のポジション限度額や損失限度額等を設定し、一定額以
上の損失が発生しないように管理しております。
　当行ではヘッジ会計を適用しておりますが、金利リスクに対する「金利スワッ
プの特例処理」については、特例の要件を満たしていることを確認し、また、為
替変動リスクに対するヘッジについては、ヘッジ対象に見合うヘッジ手段の外貨
ポジション相当額が存在することなどを確認することにより有効性を評価してお
ります。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　当行では、「リスク管理に関する基本方針」及び各種リスク規定を定め、以下
のリスク管理を実施する体制を整備しております。
①　信用リスクの管理
　「与信業務基本規定」「信用リスク管理基本規定」等の信用リスクに関する諸
規定に基づいた管理体制を構築しております。
　貸出金等の信用供与に関しては、個別案件ごとの与信審査、信用格付や自己
査定等の実行後管理、問題債権対応、与信集中リスク管理など信用リスクを管
理する体制となっております。
　有価証券投資や市場取引における信用リスクに関しては、時価の把握や信用
格付を通じ管理しております。
　なお、信用リスク管理の根幹である信用格付制度、資産自己査定、償却・引
当等に関しては、営業推進部門、審査部門から独立したリスク統括部が企画・
検証し、監査部がチェックすることで相互牽制が機能する体制となっておりま
す。リスクの状況は定期的及び必要に応じ、常務会、取締役会に報告されてお
ります。

②　市場リスクの管理
　「市場リスクに関する基本規定」等の市場リスクに関する諸規定に基づいた
管理体制を構築しております。
　市場取引については、取引を担当する部署（フロントオフィス）を資金証券
部、リスク管理や事務処理を担当する部署（ミドルオフィス・バックオフィス）
を市場国際部とし、相互に牽制する体制となっております。また、リスク許容
限度、管理基準等を定め、モニタリングを行い、それらの情報はリスク統括部
を通じALM・収益管理委員会等に定期的に報告されております。
　当行が保有している市場リスクの影響を受ける主たる金融商品は、貸出金、
預金、有価証券及びデリバティブ取引であります。これらの金融商品及び金融
負債の市場リスク量を把握するために、当行では統一的指標としてVaRを使用
しております。
　当行では、VaRの計測手法にヒストリカル・シミュレーション法を採用して
おります。信頼区間は99.9％、観測期間は5年、保有期間は保有目的等によっ
て異なります。
　平成26年3月31日における当行の市場リスク量（VaR）は、全体で1,063
億円であります。
　なお、当行では、計測モデルが算出するVaRと実際の損益を比較するバック
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テストを実施し、使用する計測モデルが十分な精度で市場リスクを捕捉してい
ることを確認しております。ただし、VaRは過去の相場変動をベースとして統
計的に算出した一定の発生確率における市場リスク量であり、過去の相場変動
を超える市場環境激変時のリスクは捕捉できない場合があります。
③　資金繰りリスクの管理
　「資金繰りリスクに関する基本規定」等の資金繰りリスクに関する諸規定に
基づいた管理体制を構築しております。
　資金繰り管理部署を定め、海外支店を含めて日次、週次、月次における資金
繰り状況を厳格に管理する体制となっております。また、月次で開催してい
るALM・収益管理委員会において、資金繰りの状況、運用・調達のバランス、
金利動向などを把握・分析し、円滑な資金繰りが行えるように万全を期してお
ります。
　さらに、万一の場合に備えて「危機管理計画」（コンティンジェンシープラン）
を策定し、さまざまなケースに対応できる体制を整備するなど万全を期してお
ります。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の
前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異
なることもあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等については、そ
の金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

-2-．金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含
めておりません（（注2）参照）。

- （単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（※3） 時価 差額

⑴　現金預け金 125,098 125,098 ―
⑵　コールローン及び買入手形 93,730 93,730 ―
⑶　有価証券
　　満期保有目的の債券 67,590 68,053 463
　　その他有価証券 2,153,449 2,153,449 ―
⑷　貸出金 4,552,403
　　貸倒引当金（※1） △49,542

4,502,860 4,560,321 57,460
資産計 6,942,730 7,000,654 57,924
⑴　預金 5,977,780 5,978,113 332
⑵　譲渡性預金 114,248 114,248 △0
⑶　債券貸借取引受入担保金 224,745 224,745 ―
⑷　借用金 180,118 180,118 ―
負債計 6,496,893 6,497,225 332
デリバティブ取引（※2）
　ヘッジ会計が適用されていないもの 232 232 ―
　ヘッジ会計が適用されているもの （4,505） （4,505） ―
デリバティブ取引計 （4,272） （4,272） ―

（※1）-貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（※2）--その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しておりま

す。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、
合計で正味の債務となる項目については（　）で表示しております。

- -金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象の貸出金の時価に含めて記
載しております。

（※3）--連結貸借対照表計上額のうち、重要性の乏しいものについては記載を省略して
おります。

（注1）-金融商品の時価の算定方法
資　産
⑴　現金預け金
　満期のない預け金については当該帳簿価額を時価としております。また、満期
のある預け金については、残存期間が短期間（1年以内）であるため、時価が帳
簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑵　コールローン及び買入手形
　これらは、約定期間が短期間（1年以内）であり、時価が帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑶　有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は日本証券業協会の公表価格（公
社債店頭売買参考統計値）などによっております。投資信託は、公表されている
基準価格によっております。
　自行保証付私募債は、連結決算日における当該私募債の発行者の信用リスクを
反映した期待キャッシュ・フローを見積り、市場金利で割引いた額を時価として
おります。
　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」
に記載しております。

⑷　貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸
出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価が帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額を時価としております。一方、固定金利によるもの
は、キャッシュ・フローを割引いて時価を算出しております。そのうち、店頭金
利のあるものは、種類及び期間に基づく区分ごとに、約定キャッシュ・フローを
同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割引いております。店頭金利の
ないものは、内部格付の区分ごとに、信用リスクを反映した将来キャッシュ・フ
ローを見積り、市場金利で割引いております。なお、残存期間が短期間（1年以
内）のものは、時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と
しております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将
来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づい
て貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上
の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額
を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期
限を設けていないものについては、返済見込期間及び金利条件等から、時価は帳
簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。

負　債
⑴　預金、及び⑵　譲渡性預金
　要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を
時価とみなしております。また、定期預金及び譲渡性預金の時価は、将来のキャ
ッシュ・フローを割引いて現在価値を算定しております。その割引率については、
定期預金は新規に預金を受け入れる際に使用する利率を、譲渡性預金は市場金利
を、それぞれ用いております。なお、残存期間が短期間（1年以内）のものは、
時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑶　債券貸借取引受入担保金
　債券貸借取引受入担保金は、約定期間が短期間（1年以内）であり、時価が帳
簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑷　借用金
　借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当
行及び連結子会社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価が帳
簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。
固定金利によるものは、将来のキャッシュ・フローを同様の借入において想定さ
れる利率で割引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（1
年以内）のものは、時価が帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引については、「（デリバティブ取引関係）」に記載しております。
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（注2）--時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上
額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産⑶有価証券」には含まれ
ておりません。

- （単位：百万円）
区分 平成26年3月31日

①-非上場株式（※1）（※2） 2,564
②-子会社株式（※1） 2,492

合計 5,057
（※1）--非上場株式及び子会社株式については、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。
（※2）--当連結会計年度において、非上場株式について5百万円減損処理を行っており

ます。

（注3）--金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
- （単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預け金 68,242 ― ― ― ― ―
コールローン及び買入手形 93,730 ― ― ― ― ―
有価証券 163,944 594,293 605,302 275,823 263,420 17,235
　満期保有目的の債券 52,263 11,620 2,051 854 737 ―
　　国債 8,600 10,700 1,500 ― ― ―
　　地方債 42,692 221 ― ― ― ―
　　社債 655 383 130 11 ― ―
　　その他 316 316 421 843 737 ―
　その他有価証券の
　うち満期があるもの 111,680 582,673 603,250 274,968 262,682 17,235

　　国債 29,050 289,200 146,500 129,500 124,500 ―
　　地方債 29,327 101,112 128,165 115,348 127,615 ―
　　社債 26,565 96,691 135,995 8,506 10,567 ―
　　その他 26,736 95,669 192,590 21,613 ― 17,235
貸出金（※） 1,312,137 834,902 580,057 314,865 344,498 1,050,838

合計 1,638,054 1,429,196 1,185,360 590,688 607,919 1,068,074
（※）- -貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定

額が見込めない79,809百万円、期間の定めのないもの35,292百万円は含めて
おりません。

（注4）--借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
- （単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預金（※） 5,451,871 472,991 39,676 4,835 8,405 ―
譲渡性預金 114,148 100 ― ― ― ―
債券貸借取引受入担保金 224,745 ― ― ― ― ―
借用金 175,326 3,434 1,249 108 ― ―

合計 5,966,092 476,525 40,925 4,943 8,405 ―
（※）預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。

（ストック・オプション等関係）
1．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名
　　営業経費- 152百万円

2．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
⑴　ストック・オプションの内容

第1回新株予約権- 第2回新株予約権- 第3回新株予約権

付与対象者の
区分及び人数

当行取締役（社外
取締役を除く）11
名

当行取締役（社外
取締役を除く）12
名

当行執行役員11名

株式の種類別の
ストック・オプ
ションの数（注）

当行普通株式
290,900株

当行普通株式-
217,000株

当行普通株式-
59,900株

付与日 平成24年7月26日 平成25年7月25日 平成25年7月25日

権利確定条件 権利確定条件は定
めていない。

権利確定条件は定
めていない。

権利確定条件は定
めていない。

対象勤務期間 対象勤務期間は定
めていない。

対象勤務期間は定
めていない。

対象勤務期間は定
めていない。

権利行使期間
平成24年7月27日
から平成54年7月
26日まで

平成25年7月26日
から平成55年7月
25日まで

平成25年7月26日
から平成55年7月
25日まで

（注）-株式数に換算して記載しております。

⑵　ストック・オプションの規模及びその変動状況
　当連結会計年度（平成26年3月期）において存在したストック・オプションを
対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載してお
ります。
①　ストック・オプションの数

第1回新株予約権- 第2回新株予約権- 第3回新株予約権
権利確定前
前連結会計
年度末 290,900株 ― ―

付与 ― 217,000株 59,900株
失効 ― ― ―
権利確定 ― ― ―
未確定残 290,900株 217,000株 59,900株
権利確定後
前連結会計
年度末 ― ― ―

権利確定 ― ― ―
権利行使 ― ― ―
失効 ― ― ―
未行使残 ― ― ―

②　単価情報
第1回新株予約権- 第2回新株予約権- 第3回新株予約権

権利行使価格 1円 1円 1円
行使時平均株価 ― ― ―
付与日における
公正な評価単価 311円 542円 585円

3．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
　当連結会計年度において付与されたストック・オプションについての公正な評
価単価の見積方法は以下のとおりであります。
⑴　使用した評価技法　ブラック・ショールズ式
⑵　主な基礎数値及び見積方法

第2回新株予約権- 第3回新株予約権
株価変動性-- （注1） 30.027% 27.219%
予想残存期間- （注2） 6.3年 1.5年
予想配当- （注3） 9円50銭／株 9円50銭／株
無リスク利子率- （注4） 0.371% 0.122%

（注）1．-予想残存期間に対応する期間の株価実績に基づき算定しております。
第2回新株予約権-平成19年4月7日～平成25年7月25日
第3回新株予約権-平成24年1月26日～平成25年7月25日

- 2．-過去に退任した取締役（社外取締役を除く）、又は執行役員の平均在任期間
を基に予想残存期間を見積もっております。

- 3．-平成25年3月期の配当実績によります（創立80周年記念配当1円を除いて
おります）。

- 4．-予想残存期間に対応する期間の国債の利回りであります。

4．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数
のみ反映させる方法を採用しております。
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（税効果会計関係）
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　貸倒引当金- 13,722百万円
　退職給付に係る負債- 5,295百万円
　有価証券評価損- 799百万円
　減価償却- 889百万円
　役員退職慰労引当金- 251百万円
　睡眠預金払戻損失引当金- 364百万円
　その他- 5,857百万円
繰延税金資産小計- 27,180百万円
評価性引当額- △5,999百万円
繰延税金資産合計- 21,181百万円
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金- △48,546百万円
　退職給付信託- △2,206百万円
　前払年金費用- △2,545百万円
　その他- △517百万円
繰延税金負債合計- △53,815百万円
　繰延税金負債の純額- △32,634百万円

-2-．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率- 37.7％
　（調整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目- 0.3％
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目- △1.8％
　評価性引当額の増減- 1.9％
　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正- 1.8％
　その他- 0.3％
　税効果会計適用後の法人税等の負担率- 40.2％

-3-．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年3月
31日に公布され、平成26年4月1日以後に開始する連結会計年度から復興特別法
人税が廃止されることとなりました。これに伴い、平成26年4月1日に開始する連
結会計年度に解消が見込まれる一時差異にかかる繰延税金資産及び繰延税金負債
の計算に使用する法定実効税率は従来の37.7％から35.4％となります。この税率
変更により、繰延税金資産は610百万円減少し、法人税等調整額は同額増加して
おります。

（関連当事者情報）
　関連当事者情報について記載すべき重要なものはありません。

（1株当たり情報）
1株当たり純資産額- 988円84銭
1株当たり当期純利益金額- 42円58銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額- 42円53銭
-（注）1．-1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

純資産の部の合計額- 467,798百万円
純資産の部の合計額から控除する金額- 8,426百万円
　（うち新株予約権）- 243百万円
　（うち少数株主持分）- 8,183百万円
普通株式に係る期末の純資産額- 459,372百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数- 464,557千株　

- 2．-1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額
の算定上の基礎は、次のとおりであります。
1株当たり当期純利益金額
　当期純利益- 19,894百万円
　普通株主に帰属しない金額- ―百万円
　普通株式に係る当期純利益- 19,894百万円
　普通株式の期中平均株式数- 467,231千株　
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額
　当期純利益調整額- ―百万円
　普通株式増加数- 479千株　
　　うち新株予約権- 479千株　
希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後1株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要- ―　　　

（会計方針の変更）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号-平成24年5月17日。以下「退
職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第25号-平成24年5月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、
当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給
付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く）、退職給付会計基準第37項に定
める経過的な取扱いに従っております。
　この結果、当連結会計年度の1株当たり純資産額が、8円74銭減少しております。

（重要な後発事象）
 自己株式の消却
　当行は、平成26年4月28日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基
づき自己株式を消却することを決議し、消却いたしました。
⑴消却した株式の種類- 普通株式
⑵消却した株式の総数- 4,000,000株
⑶消却日- 平成26年５月15日
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（有価証券関係）
※-連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記
載しております。

1．売買目的有価証券
当連結会計年度（平成26年3月31日現在）

当連結会計年度の
損益に含まれた評
価差額

△1

2．満期保有目的の債券

種類

当連結会計年度（平成26年3月31日現在）
連結貸借対照表
計上額 時　価 差　額

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
るもの

国債 13,510 13,533 22
地方債 42,836 43,184 348
社債 999 1,012 13
その他 2,245 2,359 113
　外国債券 1,886 1,999 113
　その他 359 360 0
小計 59,591 60,089 498

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの

国債 7,303 7,301 △1
地方債 77 77 ―
社債 140 139 △0
その他 7,125 7,093 △31
　外国債券 837 805 △31
　その他 6,288 6,288 ―
小計 14,646 14,612 △33

合計 74,237 74,702 464

3．その他有価証券

種類

当連結会計年度（平成26年3月31日現在）
連結貸借対照表
計上額 取得原価 差　額

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

株式 154,720 78,394 76,325
債券 1,517,255 1,477,557 39,697
　国債 738,081 719,167 18,913
　地方債 517,977 500,163 17,813
　社債 261,197 258,226 2,970
その他 347,209 323,904 23,305
　外国債券 234,909 230,614 4,294
　その他 112,300 93,289 19,010
小計 2,019,185 1,879,857 139,328

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

株式 7,510 8,636 △1,126
債券 21,326 21,409 △83
　国債 ― ― ―
　地方債 1,395 1,400 △4
　社債 19,930 20,009 △78
その他 106,427 107,173 △746
　外国債券 103,941 104,674 △733
　その他 2,485 2,498 △12
小計 135,263 137,219 △1,955

合計 2,154,449 2,017,076 137,372

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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4．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
　該当事項はありません。

5．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

種類
当連結会計年度（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 11,017 2,728 463
債券 70,204 344 51
　国債 57,326 290 9
　地方債 4,358 15 25
　社債 8,519 39 16
その他 43,059 1,707 603
　外国債券 35,907 10 443
　その他 7,151 1,696 160
合計 124,281 4,780 1,118

6．保有目的を変更した有価証券
　該当事項はありません。

7．減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価
に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連
結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当該連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
　当連結会計年度における減損処理額は、288百万円（うち、株式256百万円、社債32百万円）であります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は自己査定基準に定めております。減損処理は当該連結会計年度末日
における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄については全て実施し、時価が30％以上50％未満下落した銘柄について
は、基準日前一定期間の時価の推移や発行会社の財務内容などにより時価の回復可能性を判断し実施しております。

（金銭の信託関係）
1．運用目的の金銭の信託

当連結会計年度（平成26年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に
含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 5,000 △68

2．満期保有目的の金銭の信託
該当事項はありません。

3．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
該当事項はありません。

（その他有価証券評価差額金）
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

当連結会計年度（平成26年3月31日現在）
評価差額 137,372

その他有価証券 137,372
（△） 繰延税金負債 48,532
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 88,840
（△） 少数株主持分相当額 △12

（＋） 持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る評価差額金
のうち親会社持分相当額 63

その他有価証券評価差額金 88,916

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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（デリバティブ取引関係）
1．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日におけ
る契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のと
おりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すも
のではありません。
（1）金利関連取引

区　分 種　類
当連結会計年度（平成26年3月31日現在）

契約額等 時　価 評価損益うち1年超

金融商品
取 引 所

金利先物 ― ― ― ―
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

金利オプション ― ― ― ―
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店　頭

金利先渡契約 ― ― ― ―
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

金利スワップ 70,750 65,008 100 144
受取固定・支払変動 35,375 32,504 209 253
受取変動・支払固定 35,375 32,504 △108 △108
受取変動・支払変動 ― ― ― ―

金利オプション ― ― ― ―
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

その他 27 ― ― 0
売建 13 ― △0 0
買建 13 ― 0 △0

合　計 100 144
	 （注）	 1．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
	 	 2．時価の算定
	 	 	 取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モ

デル等により算定しております。

（2）通貨関連取引

区　分 種　類
当連結会計年度（平成26年3月31日現在）

契約額等 時　価 評価損益うち1年超

金融商品
取 引 所

通貨先物 ― ― ― ―
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

通貨オプション ― ― ― ―
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

店　頭

通貨スワップ 89,803 46,681 124 138
為替予約 9,540 ― 7 7

売建 4,964 ― △21 △21
買建 4,575 ― 29 29

通貨オプション 39,320 30,831 ― 293
売建 19,660 15,415 △1,313 730
買建 19,660 15,415 1,313 △437

その他 ― ― ― ―
売建 ― ― ― ―
買建 ― ― ― ―

合　計 132 439
	 （注）	 1．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
	 	 2．時価の算定
	 	 	 割引現在価値等により算定しております。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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（3）株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引、クレジット・デリバティブ取引
　該当事項はありません。

2．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別
の連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、
次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを
示すものではありません。
（1）金利関連取引

ヘッジ会計
の　方　法 種　類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（平成26年3月31日現在）

契約額等 時　価うち1年超

原 則 的
処理方法

金利スワップ

─

― ― ―
金利先物 ― ― ―
金利オプション ― ― ―
その他 ― ― ―

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ
貸出金

22,193 18,300
（注）3受取固定・支払変動 ― ―

受取変動・支払固定 22,193 18,300
合　計

	 （注）	 1．	主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基
づき、繰延ヘッジにより処理することとしております。

	 	 2．	時価の算定
	 	 	 取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モ

デル等により算定しております。
	 	 3．	金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸出金と一体として処理されているため、その時価は「（金融商品関係）」の当

該貸出金の時価に含めて記載しております。

（2）通貨関連取引

ヘッジ会計
の　方　法 種　類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（平成26年3月31日現在）

契約額等 時　価うち1年超

原 則 的
処理方法

通貨スワップ 外貨建のコールロー
ン、貸出金、有価証
券、外国為替等

54,293 10,292 △3,208
為替予約 103,978 ― △1,296
その他 ― ― ―

為替予約等
の振当処理

通貨スワップ ─ ― ― ―
為替予約 ― ― ―

合　計 △4,505
	 （注）	 1．	主として「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に

基づき、繰延ヘッジによっております。
	 	 2．	時価の算定
	 	 	 割引現在価値等により算定しております。

（3）株式関連取引、債券関連取引
　該当事項はありません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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（退職給付関係）
1．採用している退職給付制度の概要
（1）当行及び連結子会社の退職給付制度
　当行及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及び確定給付企業年金制度（基金
型）、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。また、従業員の退職等に際しては割
増退職金を支払う場合があります。
　なお、当行は退職給付信託を設定しております。

（2）制度別の補足説明

退職一時金制度 確定給付企業年金制度 確定拠出年金制度
当行 採　用 採　用 不採用
国内連結子会社1社 採　用 不採用 不採用
国内連結子会社2社 採　用 不採用 採　用
海外連結子会社1社 不採用 不採用 不採用
（注）	当行においては、退職一時金制度及び確定給付企業年金制度について退職給付信託を設定しております。

2．確定給付制度
（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

区　　　　　分 当連結会計年度
退職給付債務の期首残高 63,386
勤務費用 2,129
利息費用 1,007
数理計算上の差異の発生額 1,334
退職給付の支払額 △2,580
過去勤務費用の発生額 ―
その他 3
退職給付債務の期末残高 65,281
（注）	連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表
区　　　　　分 当連結会計年度

年金資産の期首残高 66,570
期待運用収益 1,161
数理計算上の差異の発生額 3,596
事業主からの拠出額 ―
退職給付の支払額 △1,757
その他 ―
年金資産の期末残高 69,570
（注）	当行の掛金拠出は退職給付信託から行っております。

（3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付
に係る資産の調整表

区　　　　　分 当連結会計年度
積立型制度の退職給付債務 65,281
年金資産 △69,570

△4,289
非積立型制度の退職給付債務 ―
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △4,289

区　　　　　分 当連結会計年度
退職給付に係る負債 2,515
退職給付に係る資産 △6,805
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △4,289

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額
区　　　　　分 当連結会計年度

勤務費用 2,129
利息費用 1,007
期待運用収益 △1,161
数理計算上の差異の費用処理額 618
過去勤務費用の費用処理額 ―
その他(臨時に支払った割増退職金等) 18
確定給付制度に係る退職給付費用 2,613
（注）	簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。

（5）退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

区　　　　　分 当連結会計年度
未認識過去勤務費用 ―
未認識数理計算上の差異 6,287
その他 ―
合計 6,287

（6）年金資産に関する事項
①　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
債券 30.9％
株式 45.2％
現金及び預金 0.1％
その他 23.8％
合計 100.0％
（注）	年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が27.1％含まれております。

②　長期期待運用収益率の設定方法
　-　年金資産の長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様
な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮して決定しております。

（7）数理計算上の計算基礎に関する事項
　当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎
　①　割引率
　　　企業年金制度　　1.5％
　　　退職一時金制度　1.5％
　②　長期期待運用収益率
　　　企業年金基金　　1.6％
　　　退職給付信託　　2.1％

3．確定拠出制度
　連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は10百万円であります。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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（セグメント情報）
1．事業の種類別セグメント情報
［前連結会計年度］（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）

銀行業務 リース業務 その他業務 計 消去又は全社 連結
Ⅰ　経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 108,749- 18,139- 1,986- 128,875- ― 128,875-
（2）セグメント間の内部経常収益 367- 875- 1,400- 2,643- （2,643） ―
　　計 109,117- 19,014- 3,387- 131,518- （2,643） 128,875-
経常費用 78,865- 17,733- 1,434- 98,033- （2,635） 95,398-
経常利益 30,251- 1,280- 1,952- 33,484- （7） 33,477-

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
資　　産 6,816,944- 49,676- 23,705- 6,890,326- （45,479） 6,844,847-
減価償却費 5,693- 966- 46- 6,707- ― 6,707-
減損損失 29- ― ― 29- ― 29-
資本的支出 6,031- 888- 32- 6,953- ― 6,953-

（注）	 1．	業務区分は連結会社の業務の内容により区分しております。
	 2．	一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

［当連結会計年度］（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）
銀行業務 リース業務 その他業務 計 消去又は全社 連結

Ⅰ　経常収益
（1）外部顧客に対する経常収益 108,992- 19,251- 2,311- 130,555- ― 130,555-
（2）セグメント間の内部経常収益 352- 650- 1,065- 2,067- （2,067） ―　
　　計 109,344- 19,901- 3,377- 132,623- （2,067） 130,555-
経常費用 76,999- 19,060- 810- 96,870- （2,070） 94,799-
経常利益 32,345- 840- 2,566- 35,752- 2- 35,755-

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
資　　産 7,058,773- 57,404- 25,600- 7,141,778- （107） 7,141,671-
減価償却費 4,600- 855- 33- 5,489- ― 5,489-
減損損失 840- ― ― 840- ― 840-
資本的支出 7,830- 1,377- 82- 9,289- ― 9,289-

（注）	 1．	業務区分は連結会社の業務の内容により区分しております。
	 2．	一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

2．所在地別セグメント情報
前連結会計年度（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）
当連結会計年度（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）
　全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも90
％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

3．海外経常収益
前連結会計年度（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）
当連結会計年度（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）
　海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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